市民参加推進計画の進捗状況（抜粋）

　第2期市民参加推進計画のうち，フォーラムと協働して取り組む９事業の進捗状況を以下のとおり確認する。（※表中「今後の取組」の☆はフォーラムに期待する役割）
	事業名
	５　無作為抽出で選んだ市民による議論の実施

	説　明
	住民基本台帳から無作為で抽出された市民が，限られた期間に具体的課題の解決を議論し，提言する取組を行います。（例：プラーヌンクスツェレ）

	目　的
	これまで市政に接点があまりなかった市民の参加による参加の広がり

	達成基準
	議論の実施

	これまでの取組
	・「未来まちづくりミーティング」の実施（平成24年8月）　7,000人招待→108人参加

	今後の

取組
	☆ フォーラムにおいて「未来まちづくりミーティング」の結果を検証・総括し，他分野での活用など今後の可能性と留意点を検討する。


	事業名
	６　市民主体の組織の合同による「課題抽出」の議論の実施

	説　明
	多様な市民で構成され，「課題の抽出」から「実行」に至るまで様々な活動を行っている市民主体の組織による取組が進められており，それらが合同して「課題の抽出」のための議論を行う取組を実施します。

	目　的
	多様な主体のそれぞれの強みをいかして地域の課題を解決する。

	達成基準
	複数の「課題抽出」から「実行」まで取り組む市民活動主体（組織単位だけでなく）が合同連携する取組の拡大

	これまでの取組
	・未来まちづくり100人委員会をはじめ各区でも様々な市民活動主体連携の取組が行われた。

	今後の

取組
	・各取組が課題の解決につながるよう，運営上のアドバイスや交流の場を設ける等の側面的支援を行う。
☆　京都市事業の進捗を適宜報告し，100人委員会や各区の取組に対する意見やより効果的な支援策の提案を行う。


	事業名
	７　一人一人の声を共有し，地域内で話し合う場づくりへの支援（「協働井戸端会議（仮称）」）の推進

	説　明
	市民が，地域課題について多様な主体の参加を得て議論する機会を持ちたいと考えたとき，議論する場の提供やコーディネーターを派遣するなど，これを支援する取組を推進します。

	目　的
	学区等の地域割のみではなく地域の課題を解決するため，様々な立場の人が参加できる場づくりを支援することで，課題解決の推進及び取り組む市民層を拡大させる

	達成基準
	① 思いを持つ人が参加できる行政区単位での場づくり（ふしざく等）の実施，支援
② 小さい地域レベルへの活動助成も視野に入れたまちづくり支援事業の実施

③ 区役所等による相談・情報提供等の側面支援の実施と周知

	これまでの取組
	① 行政区単位での場づくりの実施，100人委員会モデルの各区での展開（職員研修（年2回33名），アドバイザー派遣（7案件13回）

② 区民提案型支援事業の実施
③ 区役所，いきいき市民活動センター，地域コミュニティサポートセンター等で実施

	今後の

取組
	① 区役所等を中心に場づくりの取組の拡大，運営者側の連携を図るとともに，職員研修やアドバイザーの充実を図る。
②③ 実績の把握
☆　京都市事業の進捗を適宜報告し，各区の取組に対する意見やより効果的な支援策の提案を行う。


	事業名
	１６　「協働の日（仮称）」の創設

	説　明
	「協働の日（仮称）」を設け，自治会・町内会，ＮＰＯ法人等の市民活動団体，企業・事業者，大学，寺社などが，まちづくり活動，ボランティア活動，企業のCSR活動（社会貢献活動），行政との協働事業などに重点的に取り組んだり，ＮＰＯ法人等の市民活動団体に対する寄付の募集を呼び掛けたりするなどの取組を実施します。

	目　的
	公に対する市民の関心を高めるとともに，公への様々な参加方法の認知度を高める。

	達成基準
	協働や寄付促進につながるイベントの実施

	これまでの取組
	・Let's “KYO” Together! キャンペーン事業の実施（ＦＭ京都への委託事業）
チャリティライブ，「京都のちょっといいこと」の実践事例を募集してラジオで紹介。
・平成25年3月2日「自治会・町内会＆ＮＰＯ活動おうえんシンポジウム」開催

	今後の

取組
	・Let's “KYO” Together! キャンペーン事業の一環として，ソーシャル・ビジネスの推進も含め市民主体の行動を促す効果的なイベントを検討・実施する。
☆　京都市事業の進捗を適宜報告し，より効果的な事業アイディア等を提案する。


	事業名
	１８　多様な主体をつないで実施する事業への支援の充実

	説　明
	多様な主体をつないで実施する事業に対して後援や共催を行ったり，事業や活動に関する情報を積極的に発信するなどにより，多様な主体をつないで取り組む事業の支援を充実します。

	目　的
	社会課題解決のための多様な主体間の連携を促進する。

	達成基準
	協働促進のための新たな支援策，インセンティブ策の実施

	これまでの取組
	・「学まちコラボ事業」　地域と大学の連携への助成
・「左京×学生 縁ねっと」　地域ニーズと学生のマッチング

	今後の

取組
	・「学まちコラボ」の採択件数と支援額を増加予定（25年度～）。

・「京都地域創造基金」と連携して，NPO法人と地域団体との連携をテーマにした事業を募集し，市民からの寄付と同額の市の補助金を出すマッチング方式による助成を行う予定（25年度～）。
☆　京都市事業の進捗を適宜報告し，さらに協働のインセンティブにつながるような支援制度を検討・提案する。


	事業名
	２２　協働のルールや指針などを市民主体で考える取組の検討・実施

	説　明
	まちづくり活動を担う主体同士の協働や行政との協働を進めるためのルールや指針を，それを担う主体が議論を重ねて決める取組を検討し，実施します。具体的には，多くの市民の参加を得て，ＮＰＯ法人等の市民活動団体と行政とが協働を進めるに当たってのそれぞれの役割や責任について共通認識を持つための協働のルールである「コンパクト」を，新たに全市的に適用できるものとしてつくることなども想定されます。

	目　的
	協働する主体相互の役割と責任を明確にすることで，誠実な連携を確保するとともに，相互の誤解を減らし，協働の取組が円滑に進むようにする。

	達成基準
	市民レベルで取組ができるよう課題整理をし，とりまとめ京都市提案，市民に公表

	これまでの取組
	未着手

	今後の

取組
	☆ 行政・市民間の協働に関しては，京都府の成果（「京の地域力」協働・連携宣言書（京都ウェイ））をいかし，民民間の連携を中心に議論する場を設定（円卓会議）し，フォーラムでの議論を行う。


	事業名
	２８　民間の資金をいかした資金面での支援

	説　明
	市内で行政，ＮＰＯ法人等の市民活動団体，民間のファンドなどと共同で市民や企業・事業者などにまちづくり活動への寄付を呼び掛けるキャンペーンを実施したり，売上金の一部をＮＰＯ等の市民活動団体への寄付をする商店街ぐるみの取組を支援するなど，民間の資金をまちづくり活動にいかす取組を実施します。

	目　的
	民間と連携して寄付文化を醸成する。

	達成基準
	地域内の課題の解決に活用される寄付の取組数の増加

	これまでの取組
	・Let's “KYO” Together!キャンペーン事業

地域創造基金と連携したチャリティイベントを実施，またラジオを通じての寄付促進に取り組んだ。
・「だいすきっ！京都。寄付金」（ふるさと納税）　文化，景観，環境に活用

	今後の

取組
	・「京都地域創造基金」と連携して，NPO法人と地域団体との連携をテーマにした事業を募集し，市民からの寄付と同額の市の補助金を出すマッチング方式による助成を行う予定（H25～）。
・平成25年度から「だいすきっ！京都。寄付金」の応援メニューに「地域振興」を追加して各区への寄付を募り，平成26年度以降の区民提案・共汗型まちづくり支援事業予算に充当する予定。

☆　京都市事業の進捗を適宜報告し，効果的な趣旨の浸透を図る方法などのアイディア等を提案する。


	事業名
	２９　人件費を積算した補助金，助成金の仕組みの検討

	説　明
	ＮＰＯ法人等の市民活動団体の事業に対する補助金，助成金のうち，それぞれの事業の趣旨により，人件費を積算する必要がある事業に対しては，人件費を積算する仕組みを検討します。

	目　的
	補助金や助成金の申請の際に，積算金額に人件費を盛り込めるようにすることで，ＮＰＯ法人の活動を下支えする。

	達成基準
	補助金，助成金に人件費を積算することを検討

	これまでの取組
	区民提案型支援事業において，人件費を積算している場合がある。

	今後の

取組
	・ 事務局において庁内の情報収集（ＮＰＯ，自治会だけに限定しない）
　　　　　　　　　↓

☆ フォーラムにおいて，制度のさらなる改善の拡充等を目指し，検討・議論する。


	事業名
	３１　「職員のための市民参加推進の手引き（仮称）」の作成

	説　明
	市民参加は，市政運営の根幹であり，全庁一丸となってこれを推進していく必要があることから，市民参加の理念，実務上のルール，ノウハウやコツなどを盛り込んだ「職員のための市民参加推進の手引き（仮称）」を作成します。

	目　的
	職員が市民参加を推進するに当たって押さえておくべきことや解決のヒントを掲載することで，参加の取組が円滑に充実したものとなるようにする。

	達成基準
	「職員のための市民参加推進の手引き」の作成（考え方編，市政参加編，市民活動編）

	これまでの取組
	・平成２４年４月，考え方編，市政参加編を作成。

・手引きを活用した研修を全7回実施し，1149名が受講した。

	今後の

取組
	☆ 市民活動編を作成する。平成２５年度は市民活動編に盛り込むコンテンツ内容を確定させ，平成２６年度以降に市民活動編の作成に取り組む。


資料７
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